
       資料１－１ 

政策評価シート３－１の修正案 

１ 

※目標達成状況 「達成」 ：目標達成率 100％以上  「概ね達成」：目標達成率 80%以上 100％未満   「未達成」 ：目標達成率 80％未満 
※目標達成率 ＝ （H29末値 - H26末値）／（H29目標値 - H26末値）×100 

１ 評価結果 

（１）客観指標（詳細は別添「行政活動実績評価シート」参照） 

   ・全１０指標中、目標達成・概ね達成をあわせ７指標（うち達成５指標、概ね達成２指標）、未 

    達成：３指標となった。 

⇒市の取組みは、全体としては進捗が見られたものの、必ずしも順調ではなかった。 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）市民アンケート 

ア 全体傾向 

・当事者（小中学生と同居している人。「政策評価シート３－１」において、以下同じ） 

の過半数が肯定的に評価した。 

⇒市民からは、市の取組みに対し、評価が得られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｎｏ 指標名 単位 H26末値 H29目標値 H29末値 目標達成状況※

全国学力・学習状況調査における
全国平均正答率との比較　（小学生）

ﾎﾟｲﾝﾄ 1.8 1.8 1

　　　　　　　〃　　　　　　　　（中学生） ﾎﾟｲﾝﾄ 1.9 1.8 0

千葉県運動能力証の合格率　（小学生） ％ 26.9 25.8 29.6

　　　　　　〃　　　　　　　　（中学生） ％ 26.3 24.2 26.8

53 読書の習慣のある児童の割合 ％ 45.2 50.0 48.1 未達成

不登校児童生徒の割合（小学生） ％ 0.46 0.55 0.59

　　　　　　〃　　　　　　　　（中学生） ％ 2.38 2.66 3.07

55 スクールカウンセラー相談件数 件 20,283 24,000 27,494 達成

56 スクールソーシャルワーカー対応事案数 件 29 120 102 概ね達成

57 学校セーフティウォッチャーの登録者数 人 26,855 24,200 25,800 達成

58 放課後子ども教室参加率 ％ 12.8 14.0 14.3 達成

59 学校支援地域本部支援件数 件 36 225 224 概ね達成

60 こどもの参画事業参加人数 人 331 440 445 達成

54 未達成

51 未達成

52 達成
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   肯定／否定と感じた理由 

主な項目 

  ○＋： 基礎学力、学校給食・食育 

  ○－： 考える力や表現力、キャリア教育、学習備品や設備、いじめや不登校への対策・対応、

相談体制が充実 

 

  

※このグラフは施策の柱の生活実感指標ごとに、肯定／否定と感じた理由を選択した割合を示す（複数回答）。 

「肯定」の母数は生活実感指標設問における肯定的回答者、「否定」の母数は同否定的回答者。 

（出典）H30年度千葉市まちづくりアンケート 

※当事者の否定割合 34.6％ 

※当事者の肯定割合 37.6％ 
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２ 分析・考察 

・市民アンケートで肯定／否定の選択の理由として挙げられた主な項目について、関連する指標、事業及

びその他の状況等を踏まえ、総合的に分析・考察する。 

（１）学力の向上 

  ア 基礎学力 

  イ 考える力や表現力 

（ア）市民アンケート結果 

    ・「基礎学力」については肯定的に評価された（選択割合：肯定 47.7％、否定 25.8%）。 

・「考える力や表現力」については、否定的に評価された（選択割合：否定 34.6％、肯定 21.0%）。 

（イ）関連する指標・事業・その他の状況 

①関連する客観指標 

・「全国学力・学習状況調査における全国平均正答率との差」 

小学生：1 ﾎﾟｲﾝﾄ（目標※：1.8 ﾎﾟｲﾝﾄ）[未達成]、中学生：0 ﾎﾟｲﾝﾄ（目標※：1.8 ﾎﾟｲﾝﾄ）[未達成] 

     小学生で全国平均を上回ったものの、目標未達成。数値の構成要素は図表１のとおり。 

    ※第２次千葉市学校教育推進計画における目標値（2021末 小 2.5 ﾎﾟｲﾝﾄ、中 2.5 ﾎﾟｲﾝﾄ）を踏

まえて設定したもの。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全国平均

正答率（％）

　（ア）

千葉市平均

正答率（％）

　（イ）

全国平均との

差（ﾎﾟｲﾝﾄ）

（イ）－（ア）

全国平均

正答率（％）

　（ア）

千葉市平均

正答率（％）

　（イ）

全国平均との

差（ﾎﾟｲﾝﾄ）

（イ）－（ア）

H29年度 75 76 1 58 59 1
H28年度 73 73 0 58 59 1
H27年度 70.0 72.8 2.8 65.4 65.6 0.2
H26年度 72.9 77.1 4.2 55.5 57.3 1.8
H25年度 62.7 64.2 1.5 49.4 52.6 3.2
H21年度 69.9 72.8 2.9 50.5 52.1 1.6
H20年度 65.4 69.6 4.2 50.5 54.1 3.6
H29年度 79 78 ▲ 1 46 48 2
H28年度 78 77 ▲ 1 47 48 1
H27年度 75.2 76.4 1.2 45.0 47.5 2.5
H26年度 78.1 79.8 1.7 58.2 60.6 2.4
H25年度 77.2 78.5 1.3 58.4 62.3 3.9
H21年度 78.7 81.6 2.9 54.8 58.6 3.8
H20年度 72.2 75.0 2.8 51.6 55.7 4.1
H29年度 77 77 0 72 72 0
H28年度 76 77 1 67 68 1
H27年度 75.8 77.6 1.8 65.8 67.2 1.4
H26年度 79.4 80.7 1.3 51.0 53.0 2.0
H25年度 76.4 77.7 1.3 67.4 70.7 3.3
H21年度 77 78.5 1.5 74.5 76.7 2.2
H20年度 73.8 74.3 0.5 60.8 63.2 2.4
H29年度 65 64 ▲ 1 48 49 1
H28年度 62 62 0 44 45 1
H27年度 64.4 65.5 1.1 41.6 44.9 3.3
H26年度 67.4 68.3 0.9 59.8 61.6 1.8
H25年度 63.7 65.7 2.0 41.5 45.0 3.5
H21年度 62.7 64.1 1.4 56.9 59.8 2.9
H20年度 63.1 63.4 0.3 49.2 51.3 2.1

国語

数学

小

学

校

中

学

校

A問題 B問題

国語

算数

（出典）文部科学省 

【図表１】問題別平均正答率一覧 全国・千葉市＜平成２０～平成２９年度＞ 

※H28 より整数値で公表、H22,24 は指定校抽出のため経年変化には加えていない。 
 対象学年は小６、中３ 
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地方公共団体 Ｈ２９年度

横浜市 小1、中１

川崎市 小2、中１

相模原市 小－4、中－1

さいたま市 小2、中3

千葉市 小1,中0

 ・算数・数学Ａ問題（知識）について、小学生・中学生とも全国平均を下回っている。 

・経年推移をみると、全国平均との差は縮小傾向にある（図表１）。 

 ・首都圏政令市に比べ、やや低い状況（図表２）。 

  【図表２】近隣政令市との比較（H29年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

②関連する事業 

 （計画事業） 

・「学力向上サポーターの拡充」：35人（目標：35人）[達成] 

    ・「小中連携教育の推進」：研究校 小１校、中１校（目標：研究校 小１校、中１校）[達成] 

    ・「情報教育機器の整備・充実（タブレットＰＣの整備）」：40台（目標：235台） 

     次期千葉市教育情報ネットワーク（CABINET）統合システム更新に向けた整備計画策定にお

いて、事業計画を精査しながら H30年度以降の実施について検討することとした。 

    ・「学校図書館活性化の推進」：学校図書の購入（目標：学校図書の購入）[達成] 

 （計画外事業） 

・「学力向上アクションプラン」 

H26：実施校なし → H29：アクションプランの作成・実践モデル校６校 

・「音楽教育充実のための非常勤講師」：H29：24人（37校） 

・「理数教育サポーター・理科教育サポーターの派遣」 

     H26：理科支援員派遣 32人  

→H29：理数教育サポーター70人（70校）、理科教育サポーター20人（20校） 

理科室を使った実験等を実施しており、理科の点数向上や生徒の意欲向上につながっている。  

（ウ）考察 

・市民は学力向上のうち、「基礎学力」について肯定的に評価しており、長年にわたり「わか

る授業」を目標に取り組んできたことに加え、理数教育サポーター、音楽教育のための非常

勤講師の配置などによるきめ細やかな指導を行っていることなどが肯定的実感につながっ

たものと考えられる。 

 ・ただし、全国学力・学習状況調査をみると、本市は概ね全国平均レベルであり、特に算数で

は基礎的学力に課題があることから、継続的に学力の底上げを図ることが必要。 

・また、「考える力や表現力」については、否定的に評価された。千葉市学力状況調査の意識

（出典）文部科学省から公表された全国学力 

・学習状況調査結果に基づき教育指導課で作成 
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調査によると、「黒板の内容をきちんとノートにとる」と回答した小中学生の割合は９割を

超えているが、「自分の考えや感想をノートに書く」という回答は、小学生で７～８割、中

学生では６割と下がっている。まじめに粘り強く授業に取り組んでいる反面、考えを表出し

たり、まとめたりすることが不得手と感じている児童生徒も多い。主体的に活動に取り組ん

だり、協働的に学んだりする経験を積み重ねていけるような授業の工夫改善が必要である。 

・なお、小中学校に通う子どもの保護者（アンケートにおける当事者）であっても、学校活動

に対する認知度は、活動への関与の度合いによって差が生じる可能性に留意する必要がある。 

（２）豊かな人間性の育成 

ア キャリア教育 

（ア）市民アンケート結果 

 ・否定的に評価された（選択割合：否定 25.4%、肯定 3.1%）。 

（イ）関連する指標・事業・その他の状況 

①関連する客観指標 

設定なし 

②関連する事業 

    （計画外事業） 

    ・「小学生のものづくり体験」（県職業能力開発協会との連携） 

    ・「中学校職場体験先の拡充」（千葉労働局との連携） 

    〇「教員の資質向上」 

・キャリア教育主任（小中特支 167名）の選任、研修会開催 

      ・中堅教諭の社会体験研修（市内企業との連携） 

      ・専門学科（機械・電子工業等）の理解を深める研修（県立京葉工業高校との連携） 

    ・「ちばっ子商人育成スクール（キッズアントレプレナーシップ）の拡充」 

     973人／年（目標：560人／年） 

③その他の状況 

 ・H29年 3月に、「将来の本市を担う人材育成」という観点から、「社会的・職業的自立に必要

な意欲・態度・能力」や「自らの将来を主体的に考える力」の向上に向けて、発達段階ごと

に新たなキャリア教育の在り方、今後の取組みの方向性について定める「千葉市キャリア教

育実施方針」を策定。 

（ウ）考察 

・小中学校では、「千葉市キャリア教育実施方針」に基づき、関係機関との連携によりキャリ

ア教育の充実を徐々に図ってきているところである。しかし、対象者（学年など）が限定的

であること、また保護者参観では小学校の地元企業への職場訪問体験を目にすることなどか

ら、その変化が保護者や市民に広く認知されず、本市のキャリア教育について判断するだけ

の情報を市民が十分に有していないものと考えられる。 
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・本市では、求人について、技術系が多く事務系が少ない一方、求職は事務系が多く、需給の

ミスマッチが生じている。そのため、小中学生の段階から、職業の選択肢のひとつとして、

技術系職業に対する理解や関心を高めていくことが必要。 

    ・本市では、求人について、技術系が多く事務系が少ない一方、求職は事務系が多く、需給の

ミスマッチが生じている。そのため、小中学生の段階から、職業の選択肢のひとつとして、

技術系職業に対する理解や関心を高めていくことが必要。 

（３）体力の向上・健康の増進 

 ア 学校給食・食育 

（ア）市民アンケート結果 

 ・肯定的に評価された（選択割合：肯定 43.6%、否定 19.7%）。 

①関連する客観指標 

設定なし 

②その他の状況 

・小学校、特別支援学校の給食 ⇒ 自校方式（111校、2校） 

・中学校の給食 ⇒ 学校給食センター方式(3センター） 

・市内産農産物を積極的に組み入れた共通メニューを実施。 

・地産地消などの観点から、毎年 10月から 12月の期間は千葉市産の新米（コシヒカリ）を米

飯に使用している。 

（イ）考察 

    ・全ての小中学校で給食を提供していることに加え、小学校については、栄養教諭を配置して

自校方式をとっていること等が市民の肯定的実感につながったものと考えられる。 

（４）学習・生活環境 

  ア 学習備品や設備 

（ア）市民アンケート結果 

・否定的に評価された（選択割合（当事者）：否定 34.6％、肯定 13.6%）。 

①関連する客観指標 

設定なし 

②関連する事業 

    （計画事業） 

 〇「学校施設の環境整備」 

     ・計画保全：大規模改修 小学校７校、中学校１校（目標：小学校１７校、中学校３校） 

           外壁改修 小学校２９校、中学校８校（目標：小学校３２校、中学校３校） 

           屋上防水改修 小学校０校、中学校０校（目標：小学校１校、中学校４校） 

     ・トイレ改造：小学校 １１校（目標：２０校） 

            中学校 ２校（目標：６校） 

            特別支援学校 １校（目標：１校） 
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     ・音楽室等エアコン整備：小学校 ０校（目標：３０校） 

                 中学校 ４９校（目標：５４校） 

                 特別支援学校 ３校（目標：３校） 

〇「学校施設の安全確保」 

 ・校舎耐震対策：小学校 １２校（目標：１３校） 

         中学校 ４校（目標：４校） 

         特別支援学校 １校（目標：１校） 

 ・屋内運動場耐震対策：小学校 ２９校（目標：２９校） 

            中学校 ２３校（目標：２３校） 

            高等学校 ２校（目標：２校） 

           特別支援学校 １校（目標：１校） 

    〇「新設特別支援学級等設備の充実」 

 ・備品整備：小学校 １６校（目標：１５校） 

       中学校 ９校（目標：３校） 

 ・貸出用備品整備：階段昇降機 ０台（目標：９台） 

          ＦＭ補聴器 ０台（目標：１０台） 

          移動用軽量折りたたみ式スロープ ０台（目標：６台） 

  →エレベーターの設置が進み、階段昇降機の貸出要望が減ったことや H28年 4月 

   施行の障害者差別解消法により、貸出用備品について精査することとしたため。 

    ・「学校防犯対策の推進」[達成] 

     防犯カメラシステムの設置：９校（目標：９校） 

③その他の状況 

・本市では、耐震改修やトイレ改修、特別教室のエアコン設置などを優先して実施してきたが、

H30 年夏の猛暑を受け、普通教室のエアコン設置が全国的に大きな話題となり、本市でも多

くの要望を受けたことを踏まえ、設置作業を進めており、令和２年６月末までに全小中学校

へ設置を完了する予定である。 

（ウ）考察 

・本市の小中学校は、多くが S40～50年代の児童急増期に建設されたものであり、これまで校

舎等の耐震改修や老朽化対応に優先的に取り組み、児童生徒の安全確保や快適な環境整備に

努めてきたところである。 

・否定的な評価の具体的な理由はアンケートでは把握できないものの、親世代から見れば、自

らも学んだ頃の校舎の様子と大きな変化がないこと、また H30年夏の普通教室エアコン設置

に係る一連の報道などが、市民の否定的な実感に影響を与えた可能性がある。 
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（５）子ども一人ひとりの状況に応じたきめ細かい支援 

ア いじめや不登校への対策・対応 

イ 相談体制が充実 

（ア）市民アンケート結果 

  ・いずれも否定的に評価された。 

   「いじめや不登校への対策・対応」（選択割合：否定 35.7%、肯定 8.6%） 

    ※当事者の選択割合：否定 23.5％（全体回答から 12.2ポイント低下）、肯定 12.9％ 

「相談体制が充実」（選択割合：否定 28.0%、肯定 8.2%） 

 ※当事者の選択割合：否定 23.5％、肯定 9.3％ 

 

（イ）関連する指標・事業・その他の状況 

①関連する客観指標 

・「不登校児童生徒の割合」[未達成] 

【小学生】0.59%（目標：0.55%） 【中学生】3.07%（目標：2.66%） 

ともに H26末値より減少を目標としたが、増加した。 

 H19からの推移をみると小学生（H24以降）、中学生（H25以降）ともに上昇（図表３）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、不登校児童への対応として、家庭訪問相談員の派遣や適応指導教室、千葉市教育セン

ターへの来所相談等の取組みを実施している。 

 

（出典）教育支援課調べ 

 

【図表３】 市内小中学校の不登校児童・生徒割合の推移 

 

（中学生） 

 

（小学生） 
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・「スクールカウンセラー（以下、ＳＣ）相談件数」：27,494件（目標：24,000件）[達成] 

 児童生徒数が減少傾向にある中、相談件数は増加（図表４）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「スクールソーシャルワーカー（以下、ＳＳＷ）対応事案数」：102件（目標：120件）[概ね達成] 

  小中学校とも増加傾向。派遣申請理由では、不登校、家庭環境の問題ともに増加（図表５）。 

  【図表５】派遣申請理由 

 

 

 

 

 

 

②関連する事業 

    （計画事業） 

・ＳＳＷの拡充：４人（目標：４人）[達成] 

（計画外事業） 

・ＳＣ活用事業 

  H26：全中学校配置、小学校５校・教育センター配置（派遣方式） 

  → H29：全中学校配置、小学校４０配置（拠点・巡回方式） 

（ウ）考察 

・児童生徒が抱える学校や家庭環境での悩みの多さや深刻さが、不登校率の上昇、ＳＣ相談件

数、ＳＳＷの対応事案数の増加に象徴的に表れている。 

・このような状況を踏まえ、市ではＳＣ・ＳＳＷの拡充など相談体制の充実を図ってきた。 

・一方、市民からは、両項目とも否定的に評価された。具体的な理由はアンケートからは把握

できないものの、不登校率の継続的な上昇が保護者や児童・生徒の否定的実感につながって

いると考えられる。 

・児童生徒へのアプローチが確実にできるような体制整備に加え、福祉部門との一層の連携な

ど、複雑化する悩みへの対応強化が必要。 

（出典）教育支援課調べ 

 

（出典）教育支援課調べ 

 

【図表４】 スクールカウンセラーの相談件数 
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（６）地域社会の支援 

ア 登下校時の見守りなど地域の人の関わり 

（ア）市民アンケート結果 

  ・肯定的に評価された（選択割合：肯定 37.3％、否定 21.4％）。 

※当事者の選択割合：肯定 37.6%、否定 16.2%（否定が全体回答から 5.2ポイント低下し、 

肯定と否定の割合の差が 21.4ポイントに拡大） 

（イ）関連する指標・事業・その他の状況 

①関連する客観指標 

・「学校セーフティウォッチャーの登録者数」：25,800人（目標：24,200人）[達成] 

 児童生徒数の減少に伴い、H26 末 26,855 人から減少する前提の目標設定であったが、地域  

の協力者が微増となったこともあり、目標値を上回った（図表６）。 

 【図表６】登録者数における保護者・地域協力者の状況                      （出典）学事課調べ 

 

・「学校支援地域本部支援件数」：224件（目標：225件）[概ね達成] 

 地域・保護者の支援による教育環境の整備について、学校支援地域本部の設置拡大（本部設

置数 H26：2件 → H29：26件）に伴い、支援件数も増加。 

 また支援内容をみると、学習支援を中心としつつ徐々に分野の広がりを見せている（図表 7）。 

  【図表７】支援の実施状況の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）学事課調べ 
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②関連する事業 

    （計画事業） 

・「学校支援地域本部の推進」：16校（目標：5校） 

 学校や地域の状況を確認し、学校や学校を支える組織である学校評議員に丁寧な説明をする

ことで、新設置校を増やすことができた。 

 

（ウ）考察 

・セーフティウォッチャーの活動や、学校支援地域本部による学習支援や環境整備、登下校時

の見守り活動などが、市民の肯定的な実感につながったものと考えられる。とりわけ、セー

フティウォッチャーについては、その活動が日常的に市民の目に触れることが、実感のしや

すさにつながった可能性がある。加えて、全体回答よりも当事者のほうが否定的回答の選択

割合が下がっていることを踏まえると、保護者として活動に参加している実感とともに地域

協力者の支援をより強く実感していることが考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


